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本日の議論内容

1.医療・福祉サービスをとりまく現況
2.医療施設等の地震対策
3.医療・福祉の事業継続
4.医療関係の広域救援体制
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負傷者および災害時要援護者の被害想定について
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平成24年度「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より
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茨城県 - - 約30 - - - 約30 - 兵庫県 約21,000 約4,800 約80 約20 約80 約80 約21,000 約100
栃木県 - - - - - - - - 奈良県 約18,000 約2,900 - 約40 約100 約40 約18,000 -
群馬県 - - - - - - - - 和歌山県 約36,000 約7,100 約1,900 約50 約1,100 約20 約39,000 約300
埼玉県 約10 約10 - - - - 約10 - 鳥取県 - - - - - - - -
千葉県 - - 約800 - - - 約800 - 島根県 - - - - - - 約10 -
東京都 約10 約10 約80 - - - 約100 - 岡山県 約17,000 約2,100 - 約20 約70 約20 約17,000 約20
神奈川県 約200 約200 約800 - - - 約1,000 - 広島県 約11,000 約1,800 - 約30 - 約30 約11,000 約30
新潟県 - - - - - - - - 山口県 約1,700 約200 約10 約20 - - 約1,700 約10
富山県 - - - - - - - - 徳島県 約31,000 約7,900 約700 約50 約500 約20 約32,000 約200
石川県 - - - - - - - - 香川県 約23,000 約2,600 - 約30 約60 約10 約23,000 -
福井県 約80 約80 - - - - 約90 - 愛媛県 約47,000 約8,100 約500 約60 約700 約30 約48,000 約20
山梨県 約5,900 約800 - 約10 - 約10 約6,000 - 高知県 約45,000 約13,000 約800 約100 約800 約30 約47,000 約200
長野県 約2,000 約400 - 約10 - - 約2,000 - 福岡県 約20 約10 - - - - 約20 -
岐阜県 約5,000 約1,000 - 約20 - 約10 約5,000 - 佐賀県 - - - - - - - -
静岡県 約72,000 約23,000 約12,000 約40 約900 約70 約84,000 約400 長崎県 - - - - - - - -
愛知県 約97,000 約32,000 約1,000 約60 約2,200 約200 約100,000 約600 熊本県 約400 約300 - 約10 - - 約400 -
三重県 約64,000 約12,000 約1,400 約80 約600 約30 約66,000 約300 大分県 約3,900 約700 約800 約50 - 約10 約4,800 約50
滋賀県 約9,700 約1,400 - 約10 - 約20 約9,800 - 宮崎県 約20,000 約4,000 約2,900 約20 約200 約20 約23,000 約400
京都府 約12,000 約2,400 - - 約60 約100 約12,000 - 鹿児島県 約600 約100 約90 - - - 約700 約30
大阪府 約46,000 約12,000 約90 約10 約3,300 約400 約50,000 約300 沖縄県 - - 約10 - - - 約10 -
合計 約587,000 約141,000 約24,000 約800 約11,000 約1,100 約623,000 約2,900

■東海地方が大きく被災するケース
負傷者数（地震動：陸側ケース、津波ケース①、冬深夜、風速8m/s、早期避難率低）

※この被害想定は、マクロの被害を把握する目的で実施しており、都府県別の数値はある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（単位：人）（－：わずか）

１週間後の避難所避難者に占める要援護者数（人）

65 歳以上の高齢単身者 約219,000 要介護認定者（要支援者を除く） 約176,000 知的障害者 約21,000

5 歳未満乳幼児 約197,000 難病患者 約27,000 精神障害者 約126,000

身体障害者 約142,000 妊産婦 約80,000 外国人 約62,000

■災害時要援護者（災害時要配慮者）の被害想定

東海地方が大きく被災するケース
（地震動ケース（陸側）、津波ケース（①）の場合）

平成24年度「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」より



■被害様相
地震発生直後 【膨大な数の死傷者の発生と医療機関の被災等に伴う医療対応困難】

・ 被災地内の医療機関においては建物被害やライフライン機能支障等により対応力が低下する中、重傷者や軽傷者等の膨大な数の医療需要が発生する。
・ 重傷者、医療機関で結果的に亡くなる者及び被災した医療機関からの転院患者を入院需要、軽傷者を外来需要とした場合、被災地内では対応が難しくなる患者数は、
入院が約8 万人～約15 万人、外来が約9 万人～約14 万人となる。
・ 医療機関自体の被災だけではなく、医師・看護師等の不足で診療機能が低下する。
・ 救急車が不足し、道路被害や交通渋滞等により搬送が困難となる。
【膨大な数の負傷者のトリアージ】
・ 医療機関が被災するとともに、膨大な数の負傷者が発生し、被災地内の相当数の医療機関でトリアージを実施する必要がある。
【広域医療搬送体制の確立】
・ 地震や津波による重篤患者を広域医療搬送する体制が必要となる。
・ 在院患者について、医療機関の建物被害、ライフライン機能低下によって転院を要する者が多数発生する。しかし転院を要する患者を移送させる手段（燃料含む）、移
送先の確保・調整が困難となる。

概ね１日後～
数日後

【被災地内の病院における機能の確保困難】
・ 非常用発電機を有する医療機関等では診療・治療が可能であるが、燃料不足等により機能が停止する医療機関も発生する。
・ 医薬品不足が相当数の医療機関で発生する。
・ 日常的に受診していた患者のうち相当数が医療機関の被災により受診を継続できなくなる。
・ 断水・停電が継続し、多くの人工透析患者が通院または入院している施設での透析が受けられなくなる。数日で復旧する施設もあるが、復旧の見通しが立たず、相当数の
透析患者が受入可能な施設への移動を余儀なくされる。また、受入可能な施設でも透析スケジュールの変更（稼働時間の延長）が迫られ、それでも対応できず他医療機
関への再移送等となる透析患者も相当数発生する。

更に厳しい被
害様相

【人的・物的資源の不足】
・ 計画停電が実施される場合、停電期間中に院内の非常用発電機の燃料の枯渇等によって医療機器が停止し、治療が困難になる。
・ 停電と燃料不足の長期化により、在宅医療者を含め死亡する患者が発生する。

主な防災・減
災対策

【予防対策】
・ 負傷者の発生を減ずる対策（建物の耐震化・不燃化等）
・ 医療機関の施設の耐震化
・ 医薬品の備蓄の充実
【応急・復旧対策】
・ 医薬品調達（医薬品供給スキームの見直し）、トリアージ体制、停電時対応、患者移送体制の構築
・ 災害拠点病院等の重要施設における非常用発電機の確保及び燃料の調達体制の確立
・ 医療機関におけるBCP の作成
⇒医療機能が災害時にも維持され、院内の患者や外部からの傷病患者を受け入れるという観点でのBCP
⇒津波の襲来等により医療機関自体が被災するおそれがある場合に一斉避難をする必要があるという観点でのBCP
・ 傷病の種類に応じた広域的な患者受け入れ体制の確保
・ 災害医療に詳しい医師・看護師・保健師等の全国規模の派遣体制の確保
・ 全国規模で派遣される医療・保健支援チームの一元的管理体制の確保

医療機能における被害様相
平成24年度「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」より

4



5※ [厚]→厚生労働省

医療対策における主な施策の進捗状況 (令和５年度調査時点)

具体目標 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果
業務継続計画（BCP）の整備【厚】
・医療機関が、被災後も早期に診療機能を
回復できるよう業務継続計画の整備を進める。

• 医療機関担当者を対象とした業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）策定研修事業を毎年実施している。

• 令和５年度においても、業務継続計
画（ＢＣＰ）策定研修事業を実施
している。

被害後の医療機関機能の早期
回復
⇒人的被害、設備被害の減少

DMATの充実【厚】
・ DMAT要員の養成や、DMAT事務局の体
制を強化する。

• 医療提供体制確保対策等委託費（ＤＭＡＴ体
制整備事業）によりＤＭＡＴ事務局の運営やＤＭ
ＡＴ隊員養成研修を毎年実施し、令和5年4月時
点で16,570名が養成研修を修了、約2,000チーム
がDMAT指定医療機関に登録されている。

• 令和５年度においても、ＤＭＡＴ隊
員養成研修を実施している。

被害後の医療機関機能の早期
回復
⇒人的被害、設備被害の減少

具体目標 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果

医療施設の
耐震化【厚】
※「第3回 揺れ
対策」より再
掲）

病院の耐震化率 80% (R2d)⇒78.7%（R3d) • 建て直し時期等の個別計画との調整
等やむを得ない事情により進捗が遅れ
たため。

病院の耐震化率の向上
⇒人的・建物被害の減少

災害拠点病院及び救命救
急センターの耐震化率

95% (R5d)⇒94.6%  (R3d) • 適切に耐震整備を実施している。 病院の耐震化率の向上
⇒人的・建物被害の減少

南海トラフ地震防災対策推進基本計画 第3章 基本的な施策 （抜粋）
第１節地震対策
１建築物の耐震化等
④医療施設の耐震化【厚生労働省】
・災害時の医療の拠点となる災害拠点病院及び救命救急センターの耐震性が不十分な建物について、耐震補強等を図る。

第４節災害発生時の対応に係る事前の備え
３医療対策
国、地方公共団体、関係機関は、大量の発生が予測される傷病者や、被災地域内の入院患者、医療施設の被災状況等の災害医療情

報や医薬品備蓄情報等をEMIS（広域災害救急医療情報システム）を用いて共有化を図るなどにより、医薬品供給体制の充実を図る。
また、広域圏における救助・救急活動の調整を図る体制や後方医療体制の整備等に努めるとともに、災害発生直後からの速やかな
DMAT・救護班の派遣、医薬品・医療資機材の供出、災害拠点病院を中心とした広域医療搬送について体制の充実を図る。



ご議論いただきたい論点
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①施設機能維持・事業継続の観点
①－１ 膨大な数の負傷者への対応や高齢者など災害弱者に対する十
分なケアを行うために必要不可欠である病院・福祉施設の機能維持の推
進方策
①－２ 海抜ゼロメートル地帯における災害拠点病院の機能の維持や、広
域な支援体制確立のための方策

②広域救援体制確保の観点
②－１ 広域での被災者対応を行うための医療・福祉従事者の確保のた
めの方策



医療・福祉サービスをとりまく現況
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医療・福祉サービスの担い手の現状

8厚生労働省 令和４年度版厚生労働白書より https://www.mhlw.go.jp/content/000988388.pdf

○医療・福祉サービス提供の担い手は、国家資格者、地方自治体、NPO・NGO、ボランティアなど多様な主体により支えられている。



医療・福祉サービスの担い手の現状と課題

9資料提供：厚生労働省・こども家庭庁

5.7万円



○阪神・淡路大震災では、市民全体が頼りにしていた多くの大病院が倒壊し、代わって、中小規模の病院や診療所が医療活動を行った。震災以降、平成
８年5月10日付け厚生省健康政策局長通知に基づき、災害時における医療提供体制の中心的な役割を担う災害拠点病院の整備を開始。
○災害拠点病院には基幹災害拠点病院と地域災害拠点病院がある。
※基幹災害拠点病院：原則として都道府県に1箇所設置
※地域災害拠点病院：原則として二次医療圏に1箇所設置
○令和５年４月１日までに770病院が指定されている。
※基幹災害拠点病院： 64病院
※地域災害拠点病院：706病院

災害拠点病院の概要

10は南海トラフ地震防災対策推進地域の市町村を含む都道府県

※医療圏とは、医療法において、病床の整備を図るべき地域的単位（二次医療圏）、特殊な医療を
提供する地域的単位（三次医療圏）をそれぞれ定義し、医療計画の中で各圏域を定めることとして
いる。

二次医療圏：一般の入院に係る医療を提供することが相当である単位として設定。設定に際して
は、地理的条件等の自然的条件、日常生活の需要の充足状況、交通事情 等の社会条件を考慮
する。

三次医療圏：特殊な医療を提供する単位として設定
（参考）三次医療圏で提供する特殊な医療の例
① 臓器移植等の先進的技術を必要とする医療、② 高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必
要とする医療、③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療、④ 広範囲熱傷、指
肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療



災害拠点病院指定要件の改正

11厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000962220.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000962220.pdf


災害拠点病院の整備に対する財政支援

12厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000962220.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000962220.pdf


海抜ゼロメートル地帯に位置する災害拠点病院について

大阪湾 伊勢湾

13国交省「国土数値情報医療機関データ（令和２年度）」 及び国土地理院「地理院地図」より内閣府作成

〇海抜ゼロメートル地帯とは地表の高さが満潮時の平均海水面よりも低い土地のこと。強い揺れによる河川や海岸の堤防等の損壊に
伴う浸水や、津波の襲来に伴う浸水によって、長期間湛水する状況が続くため、業務継続に多大な影響を及ぼすおそれがある。

540床

352床 852床

602床

556床
661床

400床

304床

730床
963床

内の数値は各病院の病床数を示す



 病床数 ※厚生労働省「令和４年医療施設（動態）調査」

 病床利用率 75.3%（全国） ※厚生労働省「令和４（2022）年病院報告」

• 病床数（病院・一般診療所の合計）は、全国で97万床程度、推進地域内で46万床程度となっている。
このうち32万床程度（＝全国にある病床の約1/3）は南海トラフ巨大地震（陸側ケース）で震度6強以上と
想定される市町村に立地している。

• 上記の病床のうち概ね3/4程度は、平常時からの入院患者が使用している。
• ①被災した病院から入院患者の転院が必要 → 転院患者が数万～数十万人規模にのぼるおそれ

※仮に、陸側ケースで震度6強以上の市町村に立地する病院すべてにおいて転院が必要となった場合、20万人以上
• ②地震・津波に伴う負傷者の受入が必要 → 十数万人規模の重症・中等症者への対処が必要

※H24被害想定では負傷者が最大62.3万人と推計。東日本大震災等での実績から負傷者の3割が重症・中等症者と仮定すると、20万人弱

病院（20床以上）の一般病床 一般診療所（19床以下） 合計
全国 約89万床 約8.0万床 約97万床
推進地域の市町村 約42万床 約3.9万床 約46万床
陸側ケースで震度6強以
上の市町村 約29万床 約2.5万床 約32万床

（参考）南海トラフ地域における入院病床数のボリューム

資料提供：厚生労働省 14



社会福祉施設について

15

老人福祉施設 保護施設 児童福祉施設等
養護老人ホーム（一般、盲）
軽費老人ホーム（A型、B型ケアハウス、都
市型）
老人福祉センター

救護施設
更生施設
医療保護施設
授産施設
宿所提供施設

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、幼保連
携型認定こども園、保育所型認定こども園、保育
所、小規模保育事業所、児童養護施設、障害児
入所施設（福祉型、医療型）、児童発達支援セ
ンター、児童心理治療施設、児童自立支援施設、
児童家庭支援センター、児童館、児童遊園 等

障害者支援施設等 婦人保護施設 その他の施設等
障害者支援施設
地域活動支援センター
福祉ホーム

婦人保護施設 無料低額診療施設
隣保館
へきち保健福祉館
有料老人ホーム
障害福祉サービス等事業所 等身体障害者社会参加支援施設 母子・父子福祉施設

身体障害者福祉センター（A型、B型）
障害者更生センター
補装具制作施設
盲導犬訓練施設
点字図書館、点字出版施設
聴覚障害者情報提供施設

母子・父子福祉センター
母子・父子休養ホーム

主な社会福祉施設の種類

厚生労働省ホームページより内閣府作成 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/23-22d.html

〇社会福祉施設とは、お年寄り、子どもや障害のある方々に福祉サービスを提供する施設のこと。これらの方々が自立してその能力を
発揮できるよう、必要な日常生活の支援、技術の指導などを行うことを目的としている。



海抜ゼロメートル地帯に位置する社会福祉施設等について

大阪湾 伊勢湾

16国土交通省「国土数値情報医療機関データ（令和２年度）」及び国土地理院「地理院地図」より内閣府作成



提供：厚生労働省

医薬品等の供給の流れ

17
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わが国の血液事業の流れ

出典：厚生労働省 令和４年度版血液事業報告より

〇血液製剤の原料とする目的で、事業として採血をする場合には、血液法の許可が必要であり、現在、日本では日本赤十字社が唯
一の採血事業者である。
○献血ルーム等で献血した血液は、ウイルスによる感染リスク等その安全性を厳密に検査した上で、製造する血液製剤の種類に応じ
て血液の成分を分離・加工する製造工程を経て、医療機関へ供給され、患者のもとに届く。



日本赤十字社について

日本赤十字社本社（血液事業本部）
〔全事業運営の統括管理を担う〕

ブロック血液センター（BBC）
〔本社直轄施設として、全国７ヵ所に設置。検査・製造業

務および需給管理等の総合的な調整を担う〕

地域血液センター
〔支部管下施設として全国４７都道府県に設置。各ブロック
血液センターに属し、献血推進・採血・供給に特化した業務を
担う〕

九州BBC
（福岡県久留米市）

中四国BBC
（広島県広島市）

近畿BBC
（大阪府茨木市）

北海道BBC
(北海道札幌市）

東北BBC
(宮城県仙台市）

関東甲信越BBC
(東京都江東区辰巳）

東海北陸BBC
（愛知県瀬戸市）

全国のブロック血液センターの所在地日本赤十字社の広域事業運営の実施体制

資料提供：日本赤十字社

○平成24年４月１日より、日本赤十字社の血液事業は、これまでの各都道府県の血液センター単位の運営から、全国7箇所にブ
ロック血液センターを開所し、広域的なブロックを単位とした運営体制に変更した。
〇必要血液量が不足する場合は、ブロック内又は全国的に必要血液量を確保し、全国的に補う。

19



輸血用血液・血液製剤等の確保・流通・備蓄の現状について

ブロック名 施設名（所在地） 1日あたりの
製造可能本数 通常の平均製造数

北海道 北海道ブロック血液センター（北海道） 1,100本 約700～800本

東北 東北ブロック血液センター（宮城県） 1,500本 約1,000～1,200本

関東甲信越
関東甲信越ブロック血液センター（東京都）
神奈川製造所含む 3,700本 約2,500～2,800本

埼玉製造所（埼玉県） 3,300本 約2,200～2,500本

東海北陸 東海北陸ブロック血液センター（愛知県）
石川製造所含む 2,600本 約1,700～2,000本

近畿 近畿ブロック血液センター（大阪府）
兵庫製造所含む 3,300本 約2,200～2,500本

中四国 中四国ブロック血液センター（広島県） 1,800本 約1,200～1,400本

九州 九州ブロック血液センター（福岡県） 2,200本 約1,300～1,700本
（全国）１日あたりの製造可能本数 18,500本

日本赤十字社の1日あたりの各ブロックセンターの製造可能本数
（09時～20時の11時間稼働させた場合を想定)

※各製造所は通常の平均製造数の1.3～1.5倍の製造能力を
有していること。
※神奈川、石川、兵庫製造所は検査施設を有していないこと。

平時 発災時
血液製剤の医療機関への供給が滞ることのないよう、７つのブロックに設置

する各ブロック血液センターと血液事業本部が連携・調整してブロックを跨いだ
血液製剤の需給調整を行いながら、全国的な血液製剤の安定供給と献血
血液の確保を確実に行っている。
社内システムにより、献血協力の状況及び血液製剤の在庫等を管理し各ブ

ロックにて進捗を管理。

献血血液の確保については、被災地域における確保及び製造が難しいこと
から、被災地域以外の血液センターで献血者の協力を仰ぎ、製品化した血
液製剤を被災地域の血液センターに搬送する。
また、医療機関での必要な血液製剤の状況等の確認については、被災によ

りシステムが使用できなくなった場合は、被災ブロックの需給管理部門が直接
被災地域センターへ確認して収集した情報を血液事業本部に報告し、血液
事業本部は在庫状況を確認しながら、全国的な需給調整など必要な指示を
行う。

血液センターにおける輸血用血液製剤の在庫目安
赤血球製剤：平日供給の3日分
血漿製剤：1.5か月分
血小板製剤：1日分

確保・流通・備蓄の取組

資料提供：日本赤十字社 20

全国の令和４年度年間実供給本数は約500万本
（全国の１日あたりの消費本数は13,700本）



東日本大震災における血液製剤の供給について
血液センターの被災状況 ライフラインの復旧と各業務の再開日

【被災地域における安定供給への影響】

■医療機関と連絡がとれない（有線電話・携帯電話ともに不通）
→医療機関に直接訪問し血液製剤を供給（巡回供給）
■燃料の不足（ガソリン、軽油）
・緊急車輌の燃料補給にも苦慮
・公共交通機関の不通、一般車輌の燃料補給が困難なことにより職員の通勤に支障（基幹センターである宮城県センター供給業務
を中心として、全国の血液センターから緊急車輌８台、延べ100人の支援）
■停電により自家発電装置のない供給施設等の血液製剤等は母体の血液センターへ搬送
■被災地域での献血受入は困難

21厚労省ホームページより内閣府作成 https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001pun5-att/2r9852000001pute.pdf



（参考）3. 11にはじまった「 命（血液）のリレー」

22出典：日本赤十字社 https://www.jrc.or.jp/about/publication/news/210107_006505.html

〇福島の血液センターは内陸にあって津波被害はなかったが、
地震で建物に被害があり、約2週間断水、採血も4月まで再
開できなかった。
○また、宮城の血液センターは福島や山形に供給する血液
製剤の製造拠点となっており、宮城が稼働しなければ、宮城
含め３県への供給が止まる状況だった。宮城センターは天
井・壁が一部剥がれ落ち、電気・ガス・水道が寸断したため
献血ができない以上、製造もできない状況となった。既にある
血液の保存を予備電源でしのぎ、あらたな血液の供給は他
県からの支援に頼らざるを得ない状況となった。
○東北を支援するために関東で集めた血液を輸送し、関東
の必要分は全国から送られた血液が使われるという「血液の
循環」が生まれた。毎晩８時に、東京都赤十字血液セン
ターを出発した車は、栃木県矢板ICで福島県赤十字血液
センターの職員に血液を渡し、そこから宮城県白石ICで、宮
城、岩手、山形の各職員へとつながれ、最北の岩手県赤十
字血液センターへの到着は翌朝５時になったこともあった。



血液センターにおける地震対策について

東日本大震災における教訓
及び改善策の取組状況

東日本大震災発災直後は多数の献血への協力があったが、血液製剤の有効期限等の理由により、
一時期に偏ることなく日々一定の献血血液の確保が必要であること、善意の協力による血液製剤の
有効期限切れの抑制や医療機関への供給に支障をきたすことのないように、効果的な献血協力の広
報展開が必要となることを教訓とし、血液事業本部にて各ブロックの広報に取り組む。

※参考：血液製剤の有効期限
赤血球製剤：採血日から28日間
血漿製剤：採血日から1年間
血小板製剤：採血日から4日間

その他災害対策の取組状況 献血血液及び血液製剤の搬送ルートの確保（新幹線等による搬送）、供給体制の変更（県をま
たいでの医療機関への供給）を実施。

23

血液センターにおける地震対策について
揺れ対策 ・昭和56年以前に建築された血液センターについて、耐震診断を実施し、

補強が必要とされた対象センターには補強工事を実施
・ 老朽化した施設は随時更新

津波対策 製造施設はいずれも浸水想定区域外に立地
通信設備 システムダウン時に備え、衛星電話・無線等を整備
その他 停電に備え、非常用自家発電設備を整備（３日分）

資料提供：日本赤十字社



人工透析について

出典：「透析医療に影響を与える南海トラフ地震に関し、行政の被害想定も踏まえた透析医療の
継続条件に関する研究」
（研究分担者 雨宮守正 さいたま赤十字病院腎臓内科 部長）

出典：日本赤十字社ホームページ
https://www.med.jrc.or.jp/hospital/clinic/tabid/
247/Default.aspx

南海トラフ巨大地震における透析医療に関する被害想定

「断水により影響を受ける透析患者数を2018 年末の日本透析医学会の統計調査から算
出すると、表１の通り、5.5〜7.8万人という膨大な患者が一時的に透析を受けられなくな
る可能性があり、１ 週間後も復旧が約５割であることから約 4 万人の透析難民が発生す
ることになる」

○人工透析とは、腎臓機能が低下した際に、体内に溜まった老廃物や余分な水分を人工的に除去する治療法のこと。人工透析には、
主に「腹膜透析」と「血液透析」の２種類がある。
○「血液透析」とは体の外に取り出した血液を透析器（ダイアライザー）に通し、血液中の老廃物を除去して、血液をきれいにする治
療法。多くは、病院やクリニックで行い、透析液や透析装置などを要する。一般的な治療の回数としては週３回で、１回４～５時間
かけて治療を行う。また、透析治療に際しての水の使用量目安は１人１回あたり１２０ℓ／４時間。

24



災害時における人工透析の情報収集体制

1 人工透析については、慢性腎障害患者に対し、災害時においても継続して提供する必要があるほか、クラッシュシンドロームによる急性
腎障害患者に対して提供することも必要であり、また、透析医療の実施に当たっては、水･医薬品等の確保が重要であることから、次の
方法により、人工透析の供給体制を確保する。

（1） 窓口担当者の設置
被災都道府県は、災害時の透析医療確保に係る窓口担当者を設置し、透析医療機関、公益社団法人日本透析医会等の関係

団体及び厚生労働省との人工透析の供給体制の確保に向けた情報の連携を行う。
（2） 情報収集及び連絡

公益社団法人日本透析医会が、被災都道府県に伝達する被災地及び近隣における人工透析患者の受療状況及び透析医療機
関の稼働状況に係る情報等に基づき、被災都道府県･市町村は、広報紙、報道機関等を通じて、透析患者や患者団体等へ的
確な情報を提供し、受療の確保を図ること。

（3） 水及び医薬品等の確保
被災都道府県は、公益社団法人日本透析医会が提供する透析医療機関における水･医薬品等の確保状況に関する情報に基づき、

必要な措置を講ずること。
2 厚生労働省健康・生活衛生局、医政局及び医薬局は、前項に掲げる措置に関し、必要な助言及びその他の支援を行う。

厚生労働省防災業務計画
第１編 災害予防対策

第２編 災害応急対策
第２章 保健医療に係る対策
第10節 個別疾患対策
第１ 人工透析

25資料提供：厚生労働省



日本透析医会 災害時情報ネットワークホームページより

https://www.saigai-touseki.net/

災害時には各施設から被
災状況に関する情報が「災
害時情報送信」のページを
経由して登録され、集計さ

れる。

各施設から登録された情
報は各ページから閲覧可

能となる。

26

○当ネットワークでは震度6弱以上の地震と、国または地方公共団体により災害救助法が適用されるような、広範囲にわたる構造物
の損壊・焼失・浸水・流失、交通網の遮断などの被害が発生した場合に活動を開始する。



医療施設等の地震対策

27
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医療機関の耐震化に関して①（再掲）

6467

586

99
1070

病院の耐震化の状況（R3）

全ての建物に耐震性がある
一部の建物に耐震性がある
全ての建物に耐震性がない
建物の耐震性が不明である

（単位：件）

（耐震診断を実施していない）

※調査病院数8233の内、8222の病院から回答を得た。
※耐震性がない建物とは、昭和56年以前に建築された建物であって、耐震診断の結果Is値0.6
未満（震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性がある。）の建物をいう。

729

42

00
災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化（R3)

全ての建物に耐震性がある
一部の建物に耐震性がある
全ての建物に耐震性がない
建物の耐震性が不明である

（耐震診断を実施していない）

（単位：件）

※調査病院数771の内、771の病院から回答を得た。

（参考）耐震化に関する目標
・ 国土強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６月１６日国土強
靱化推進本部決定）において、平成３０年度までに災害拠点病院及び
救命救急センターの耐震化率を８９.０％とすることを定めていた目標は、
平成２９年度までに達成。
・ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１
２月１４日閣議決定）において、令和２年度末までに病院全体の耐震
化率を８０％とする目標を定めていましたが、新型コロナウイルス感染症の
影響等により耐震整備に遅れが生じておりますが、令和４年度中には８
０％を超える見込み。

調査対象：医療法第１条の5に規定する病院※

調査時点：令和3年9月1日
※「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所であつて、
二十人以上の患者を入院させるための施設を有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診
療を受けることができる便宜を与えることを主たる目的として組織され、かつ、運営されるものでなければならな
い。

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html

○災害拠点病院とは、「災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るための医療機関」で次の機能をそなえるもの
1. 24時間いつでも災害に対する緊急対応でき、被災地域内の傷病者の受け入れ・搬出が可能な体制を持つ。
2. 実際に重症傷病者の受け入れ・搬送をヘリコプターなどを使用して行うことができる。
3. 消防機関（緊急消防援助隊）と連携した医療救護班の派遣体制がある。
4. ヘリコプターに同乗する医師を派遣できることに加え、これらをサポートする、十分な医療設備や医療体制、情報収集システムと、ヘリポート、緊急車両、

自己完結型で医療チームを派遣できる資器材を備えている。
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医療機関の耐震化に関して②（再掲）

■都道府県別の病院の耐震化の状況（南海トラフ地震防災対策推進地域の市町村を含む都府県）

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html

都道府県名 調査病院数 回答病院数 全ての建物に耐震性が
ある病院数（Ａ）

一部の建物に耐震性
がある病院数（Ｂ）

全ての建物に耐震性が
ない病院数（Ｃ）

建物の耐震性が不明
である病院数（耐震
診断を実施していない
病院数）（Ｄ）

(B)と(C)のうち、Is値
0.3未満の建物を有す
る病院数

(B)、(C)及び(D)のう
ち、令和3年度までに
全ての建物が耐震化さ
れる予定の病院数
（Ｅ）

耐震化率((A)／回答病院
数)

令和3年度末の耐震化率
（見込）（(A)＋(E)）／回
答病院数

1 茨城県 174 174 142 4 2 26 1 0 81.60% 81.60%
2 千葉県 289 288 228 21 2 37 6 0 79.20% 79.20%
3 東京都 640 640 511 72 29 28 24 0 79.80% 79.80%
4 神奈川県 342 338 272 31 5 30 7 1 80.50% 80.80%
5 山梨県 60 60 51 3 0 6 2 0 85.00% 85.00%
6 長野県 126 126 100 8 2 16 2 1 79.40% 80.20%
7 岐阜県 97 97 73 10 1 13 4 0 75.30% 75.30%
8 静岡県 170 170 157 10 0 3 2 0 92.40% 92.40%
9 愛知県 321 321 252 32 4 33 8 0 78.50% 78.50%

10 三重県 94 94 76 5 2 11 5 0 80.90% 80.90%
11 滋賀県 58 58 52 5 0 1 0 0 89.70% 89.70%
12 京都府 161 161 109 25 4 23 15 0 67.70% 67.70%
13 大阪府 512 509 366 35 5 103 12 1 71.90% 72.10%
14 兵庫県 348 348 268 25 0 55 13 1 77.00% 77.30%
15 奈良県 75 75 61 9 0 5 4 1 81.30% 82.70%
16 和歌山県 83 83 60 6 3 14 4 0 72.30% 72.30%
17 岡山県 160 160 123 15 1 21 5 0 76.90% 76.90%
18 広島県 235 235 174 18 1 42 9 0 74.00% 74.00%
19 山口県 141 141 101 15 0 25 7 0 71.60% 71.60%
20 徳島県 106 106 83 7 2 14 3 0 78.30% 78.30%
21 香川県 88 87 63 8 2 14 2 0 72.40% 72.40%
22 愛媛県 134 134 105 9 4 16 7 0 78.40% 78.40%
23 高知県 122 122 88 15 5 14 7 2 72.10% 73.80%
24 福岡県 455 455 334 32 3 86 5 1 73.40% 73.60%
25 熊本県 206 206 154 16 0 36 5 3 74.80% 76.20%
26 大分県 153 153 133 4 0 16 1 0 86.90% 86.90%
27 宮崎県 131 131 110 4 0 17 0 0 84.00% 84.00%
28 鹿児島県 234 234 180 14 1 39 3 0 76.90% 76.90%
29 沖縄県 89 89 73 7 1 8 5 0 82.00% 82.00%

合計 8233 8233 6467 586 99 1070 219 13 78.70% 78.80%
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医療機関の耐震化に関して③（再掲）

■都道府県別の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況（南海トラフ地震防災対策推進地域の市町村を含む都府県）

都道府県名 調査病院数 回答病院数
全ての建物に耐震性が
ある病院数（Ａ）

一部の建物に耐震性
がある病院数（Ｂ）

全ての建物に耐震性が
ない病院数（Ｃ）

建物の耐震性が不明
である病院数（耐震
診断を実施していない
病院数）（Ｄ）

(B)と(C)のうち、Is値
0.3未満の建物を有す
る病院数

(B)、(C)及び(D)のう
ち、令和3年度までに
全ての建物が耐震化さ
れる予定の病院数
（Ｅ）

耐震化率((A)／回答病院
数)

令和3年度末の耐震化率
（見込）（(A)＋(E)）／回
答病院数

1 茨城県 18 18 18 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
2 千葉県 26 26 25 1 0 0 1 0 96.20% 96.20%
3 東京都 84 84 81 3 0 0 1 0 96.40% 96.40%
4 神奈川県 36 36 33 3 0 0 3 0 91.70% 91.70%
5 山梨県 10 10 9 1 0 0 1 0 90.00% 90.00%
6 長野県 13 13 13 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
7 岐阜県 12 12 11 1 0 0 0 0 91.70% 91.70%
8 静岡県 23 23 23 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
9 愛知県 36 36 33 3 0 0 1 0 91.70% 91.70%

10 三重県 17 17 16 1 0 0 1 0 94.10% 94.10%
11 滋賀県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
12 京都府 14 14 12 2 0 0 0 0 85.70% 85.70%
13 大阪府 19 19 15 4 0 0 2 0 78.90% 78.90%
14 兵庫県 21 21 19 2 0 0 2 0 90.50% 90.50%
15 奈良県 7 7 5 2 0 0 1 1 71.40% 85.70%
16 和歌山県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
17 岡山県 11 11 10 1 0 0 1 0 90.90% 90.90%
18 広島県 19 19 17 2 0 0 1 0 89.50% 89.50%
19 山口県 15 15 13 2 0 0 2 0 86.70% 86.70%
20 徳島県 11 11 11 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
21 香川県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
22 愛媛県 8 8 8 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
23 高知県 12 12 12 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
24 福岡県 31 31 29 2 0 0 1 1 93.50% 96.80%
25 熊本県 15 15 14 1 0 0 0 0 93.30% 93.30%
26 大分県 14 14 14 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
27 宮崎県 12 12 12 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
28 鹿児島県 14 14 14 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
29 沖縄県 13 13 11 2 0 0 2 0 84.60% 84.60%

771 771 729 42 0 0 22 2 94.60% 94.80%

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html



実施主体、負担割合：
（直接補助）

都道府県、指定都市及び中核市が設置する難病診療連携拠点病院等
国１／３、拠点病院等２／３

（間接補助）
その他の難病診療連携拠点病院等
国１／３、都道府県等１／３、拠点病院等１／３

補助対象設備：
（１）非常用発電機
（２）無停電電源装置（※）

（※）停電などにより電力の供給が絶たれた場合にも数分程度電力の供給が可能な装置

補助単価：
補助対象設備のうち、
（１）212,000円
（２） 41,100円

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

 難病診療連携拠点病院等（※１）が、災害等による電力不足に備えて、在宅で人工呼吸器を使用している難病患者に対して、無償で貸し出すための非
常用電源装置等を整備することを目的とする。
（※１）都道府県が難病特別対策推進事業実施要綱に基づき指定する難病診療連携拠点病院、難病診療分野別拠点病院及び難病医療協力病院

１ 事業の目的

重症難病患者拠点・協力病院設備整備事業
（非常用発電装置整備分）

厚生労働省

都道府県等

拠点病院等

補助

拠点病院等 拠点病院等

補助

整備した設備の無償貸与

在宅で人工呼吸器を使用している難病患者
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重症難病患者拠点・協力病院設備整備事業（非常用発電装置整備分）

資料提供：厚生労働省



社会福祉施設等の耐震化（再掲）

32出典：厚生労働省ホームページ

社会福祉施設等の耐震化状況調査（R2）

１ 調査対象施設
全国の社会福祉施設等（保育所等の児童関係施設、

障害者支援施設等の障害児者関係 施設、特別養護老
人ホーム等の高齢者関係施設、保護施設等のその他関
係施設）

２ 調査方法
都道府県、指定都市、中核市から報告のあった調査対

象施設の建物（棟）単位での耐震化状況について集計

３ 調査時点
令和2年3月31日時点

〇各都道府県、指定都市及び中核市を通じ
て、社会福祉施設等の耐震化状況調査を実
施し、令和2年3月31日時点の調査結果を取
りまとめた。
〇社会福祉施設等は、地震発生時に自力で
避難することが困難な方が多く利用される
ため、災害時にあっても利用者の安全が確
保されるよう国庫補助や独立行政法人福祉
医療機構の融資により、耐震化を進めてい
る。



地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（再掲）

施設種別 補助率 上限額 下限額

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型
居宅介護事業所等の宿泊を伴う事業、介護医療院（令和６年度まで実施）

定額補助

○スプリンクラー設備（1,000㎡未満）
・スプリンクラー設備を整備する場合 9,710円／㎡
・消火ポンプユニット等の設置が必要な場合 9,710円／㎡＋2,440千円／施設

○自動火災報知設備 1,080千円／施設（300㎡未満）
○消防機関へ通報する火災報知設備 325千円／施設（500㎡未満）

なし

施設種別（※「小規模」とは、定員29人以下のこと。以下同じ） 補助率 上限額 下限額

小規模特別養護老人ホーム、小規模介護老人保健施設、小規模ケアハウス、小規模介護医療院
定額補助

1,540万円/施設 80万円/施設
ただし、非常用自家発電設備はなし小規模養護老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 等 773万円/施設

給水設備

施設種別 補助率 上限額 下限額
特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、介護医療院

国 １／２
自治体 １／４
事業者 １／４

なし

総事業費500万円/施設
小規模特別養護老人ホーム、小規模介護老人保健施設、小規模軽費老人ホーム、小規模養護老人
ホーム、小規模介護医療院 なし
認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 等

非常用自家発電設備（ⅰ）
水害対策に伴う改修等（ⅱ）

施設種別 補助率 区分 上限額 下限額

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、
養護老人ホーム、介護医療院

国 １／２
自治体 １／４
事業者 １／４

ⅰ なし 総事業費500万円/施設

ⅱ なし 総事業費80万円/施設

① 既存高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業

③ 高齢者施設等の非常用自家発電・給水設備整備事業・水害対策強化事業

② 認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

※上記施設種別（介護医療院を除く）のうち、定員のうち要介護３～５の入居者が半数以上を占める場
合等、「避難が困難な要介護者を主として入居させるもの」に該当する施設を除く

国

都道府県

定員30人
以上の
施設等

②整備計画
交付申請

③採択
交付決定

④採択
交付決定

①整備計画
交付申請

補助の流れ

市区町村

定員29人
以下の
施設等

※「等」には、非常用自家発電設備の設置も含まれる。

施設種別 補助率 上限額 下限額

ブロック塀等の改修
特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、介護
医療院、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、老人デイ
サービスセンター 等

国 １／２
自治体 １／４
事業者 １／４

なし なし

換気設備 入所系の介護施設・事業所 定額補助 4,000円/㎡ なし

④ 高齢者施設等の安全対策強化事業・換気設備設置事業

高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、スプリンクラー設備等の整備、耐震化改修・大規模修繕等のほか、
非常用自家発電・給水設備の整備、水害対策に伴う改修等、倒壊の危険性のあるブロック塀等の改修の対策を講じる。

○ 高齢者施設等については、火災発生時に自力で避難することが困難な方が多く入所しているため、消防法令の改正に伴い、新たにスプリンクラー設備等の整備が必要となる施設に
対して、その設置を促進

○ 高齢者施設等の利用者等の安全・安心を確保するため､耐震化改修、水害対策に伴う改修等や施設の老朽化に伴う大規模修繕等（※）を促進

○ 高齢者施設等が、災害による停電・断水時にも、施設機能を維持するための電力・水の確保を自力でできるよう、
非常用自家発電設備（燃料タンクを含む）、給水設備（受水槽・地下水利用給水設備）の整備、水害対策に伴う改修等を促進

○ 災害によるブロック塀の倒壊事故等を防ぐため、高齢者施設等における安全上対策が必要なブロック塀等の改修を促進。
また、風通しの悪い空間は感染リスクが高いことから、施設の立地等により窓があっても十分な換気が行えない場合等にも定期的に換気できるよう、

換気設備の設置※を促進。 ※地域医療介護総合確保基金を活用して令和２年度第１次補正予算から実施していた事業を移管

※赤字が令和５年度拡充分

33

令和５年度予算
（令和４年度当初予算額）

12億円（12億円）



三重県紀宝町における南海トラフ大地震対策（方針）
「コンパッション都市事業（地域医療と防災で育む国産のコンパッション）」

34

 「住民全員が死を意識し、支え合えるのは災害くらいしかない」
→ ① タイムライン防災

 「看取り（エンドオブライフケア）を健康づくりに組み込んだ自治体」
→ ② 地域包括ケアシステム

 「普段から職場や教育の現場で学んだり、共有できる仕組み」
→ ③ 紀宝町地域医療研修センター

地域医療と防災を活かしたコンパッション都市
→南海トラフ大地震への備えが当たり前の地域

→ 発災前後で途切れない地元の医療体制を構築する！

 概 要：
長寿社会かつ災害大国といわれる我が国ならではの取り組みとして、地域医療と防災に関する事業を活かしてコンパッション都市
のモデルを形成し、世界へ発信していく事業。
コンパッション都市とは、地域単位で死や喪失と向き合うことを日常に組み込み、 従来の健康都市にエンドオブライフケアを組み合わ

せた概念であり、死や老い、障害を除外せず、平等に健康づくりを地域で推進していく国際的な社会活動である。エンドオブライフケアは、
地域医療（≒地域包括ケアシステム）の充実に等しい。さらに防災では、普段から死や喪失を地域単位で意識し、住民が支え合って
いる。紀宝町では防災と地域医療が互いに連動するコンセプトで事業戦略を練っており、コンパッション都市という象徴的で共通のキー
ワードを設定することで、南海トラフ大地震対策（特に医療）の機運醸成が期待できる。

資料提供：三重県紀宝町



三重県紀宝町における南海トラフ大地震対策（医療編）
「A:防災バルーン事業（救護所に上がるやさしい風船）」

「B:防災キャンピングカー事業（普段は地域医療で活躍する防災車両）」
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防災バルーン

防災キャンピングカー

災害時 平 時
【用途】
救護所で使用
【効果】
場所がわかる
やさしい印象

【用途】
広報に活用
訓練で使用
【効果】
救護の普及

災害時 平 時
【用途】
救護活動で使用
【効果】
十分な資材の運用
医療者も休める救護所

【用途】
在宅医療で活用
【効果】
地域医療の充実
普段から使い慣れる

「普段使い のコンセプト」

・地域で災害(死)を意識
・親しみあるデザイン
・「普段使い」していく

「普段使い」される
防災事業

→コンパッション都市

 概 要：
A)救護所に遠くから目視できる大きさのバルーンを設置する事業。通信・交通網が遮断された環境下においても、救護所の場所

がわかりやすくなる【①視認性】。それに加えて、バルーンのデザイン（キャラクター）を親しみやすいものとすることにより、災害時の安心
感に繋がることが期待される【②近接性】。さらに、訓練・広報・教育等の諸活動で、バルーンやキャラクターデザインを用いたり、物語性
を付与することにより、災害時の救護活動がより身近なものとして感じられる【③共有性】。
B)災害時の医療活動の展開に活躍する車両をデザインし、普段は地域医療の現場（在宅医療・地域保健活動等）で活用する
事業。サイズの異なるキャンピングカーを活用し、以下の３つのデリバリー機能を現場で展開する。現場に医師・看護師・保健師等の専
門職を届ける機能【①手=Hands Deli】、診察室や処置ベッドを届ける機能【②部屋=Room Deli】、そして、車両同士を連結させ
て施設機能を展開する機能【③施設=Station Deli】という3つの機能を普段から地域に密着させることで、現場で発展し続ける防災
車両とすることができる。

資料提供：三重県紀宝町



東日本大震災における医療支援について①
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全災害拠
点病院数

東日本大震災による
被害状況 診療機能の状況（被災直後）

全壊 一部損壊 外来受入
制限

外来受入
不可

入院の受
入制限

入院受入
不可

岩手県 11 0 11 11 0 11 0

宮城県 14 0 13 5 0 2 1

福島県 8 0 7 4 1 5 0

計 33 0 31 20 1 18 1

▼東日本大震災における災害拠点病院の被害状況（平成23年7月1日時点）

▼大学から被災地への医師等派遣人数（平成23年10月11日時点の延べ数）

※東北大学病院及び福島県立医科大学附属病院については集計不能にて未集計
（文部科学省 医学教育課調べ）

▼東日本大震災の際の病院の被災状況

写真：大槌町

写真：東北地方整備局
写真：東北地方整備局

○被災３県の災害拠点病院全３３病院のうち、一部損壊は３１病院、全壊は０であった。
（一部損壊には、建物の一部が利用不可能になるものから施設等の損壊まで含まれうる。）
○2011年の東日本大震災では、医療救護所と災害拠点病院という二極化で、災害時医療が行われた。

出典：厚生労働省



東日本大震災における医療支援について②（厚生労働省の初動対応）

37出典：厚生労働省



東日本大震災における医療支援について③（医療従事者の派遣等）

38出典：厚生労働省

○ 平成23年７月からは、原則として被保険者証と免除証明書を窓口で
提示することが必要。



東日本大震災における医療支援について④（薬剤師・保健師・管理栄養士活動等）

39出典：厚生労働省



東日本大震災における医療支援について⑤（高齢者・障がい者・こども）

40出典：厚生労働省



（参考）被災後の福祉人材による見守りについて
〇被災者見守り・相談支援等事業は、災害救助法に基づく応急仮設住宅入居者等を対象とし、個別訪問、見守り支援、
各種支援制度の情報提供や地域のコミュニティづくり等を行う拠点を設置するための支援を行う事業。
社会福祉協議会などへの委託により運営されることが多いが、市町村が直接役所内に拠点を設置することも想定される。

それぞれの状況等に応じて設置・運営方法を検討する。

41

＜被災者見守り・相談支援等事業＞ 厚生労働省社会・援護局



医療・福祉の事業継続

42



病院のBCP策定状況について

43

○ 医療機関は地震などの大規模災害が発生し、医療設備への被害、ライフラインの途絶した場合においても、被災患者や入院患者に対して継続して医療
を提供し続ける必要がある。
○事業継続計画（ＢＣＰ）は、災害などの緊急時に低下する業務遂行能力（病院の場合は診療機能）について、事業をできる限り損失を少なく、早
期の復旧をするための準備体制、方策をまとめたものであり、すべての医療機関はＢＣＰを策定することが求められている。

「平成30年12月1日時点の調査において、BCP策定がない又は未回答であった245の災害拠点病院について、すべて
の病院でBCP策定が行われていることを確認済み（令和２年５月29日）」

資料提供：厚生労働省



（参考）津波被災に備えたBCPの策定事例について

○総務省九州管区行政評価局は、平成30年に地震等の災害発生時に被災した地域において災害医療の中心的役割を担う災害拠点病院での業務継
続計画の整備状況について調査を実施し、調査結果を踏まえて、様々な工夫をしている取組例や熊本地震での経験を踏まえた取組例を取りまとめた。

44総務省九州管区行政評価局「災害拠点病院における業務継続計画の整備の推進に関する調査」より内閣府作成

災害想定
〇津波や洪水のハザードマップ等で自院の立地状況を確認し、地震だけでなく、津波や洪水の場合の対応を別途想定

【具体的な取組内容】
・所在する市の海岸部の地形がリアス式海岸であり、歴史的にみて大津波の被害を受けていることを踏まえ、南海トラフ地震に伴う津波
対策も必要と考え、津波ハザードマップによって自院の立地が最大浸水深約3ｍと想定。津波警報（大津波）発表時は災害対策本部を自
動的に設置。
・県の津波浸水想定資料によって自院の立地が最大浸水深約1.5ｍと想定。災害想定を、津波の想定がない地震の場合と南海トラフ地震
による津波が発生した場合に分けて、フェーズごとの自院への影響や自院における被害を想定。

参集職員数の想定
〇１時間以内に参集可能な職員数を、災害を仮定した上で想定

【具体的な取組内容】
災害発生時に参集可能な職員数をより現実的に把握するため、地震により沿岸部に3ｍを超える津波が到達したと仮定した上で1時間

以内に参集可能な職員数を職種（医師、看護師、コメディカル（（その他）医療スタッフ）、事務）ごとに想定。
想定に当たって、職員全員（673人）に対してアンケートを実施。具体のアンケートでは、災害発生後1時間以内に病院への参集可否

について、ⅰ）大分市で震度6強、別府市で震度5強の地震が発生して3ｍを超える津波が到達、ⅱ）府内大橋より河口の橋は通行止め、
ⅲ）徒歩（時速3㎞）、自転車（時速15㎞）、原付バイク（時速30㎞）及び自家用車（時速40㎞）のいずれかの方法で登院するという条
件の下、三つの時間帯（冬の朝5時（日勤予定）、冬の夕方（日勤終了後）、夏の昼12時（週休日））において、各職員が津波ハザード
マップなどを確認、家族状況等も考慮した上で「1時間以内」の参集可否を回答させた。
なお、アンケート調査を通じて、職員がそれぞれハザードマップを確認すること等により、道路が寸断された場合の参集手法や迂回

ルートを考えたり、家族状況等を考慮した上で災害発生時の参集可否を自ら考える良い機会になった。



社会福祉施設等のBCP策定について

45

■自然災害BCPの策定状況

令和３年度老人保健健康増進等事業「感染症対策や業務継続
に向けた事業者の取組等に係る調査研究事業」

〇令和３年度に全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運営基準において、業務継続に向けた計画等の策定や研修の実施、
訓練の実施等を義務付けることとされた。なお、３年間の経過措置（準備期間）を設けており、令和６年度から義務化。



社会福祉施設等のBCP策定について②

出典：令和３年度報酬改定検証調査｢感染症対策及び業務継続に向けた各種
取組に関する実態調査｣

業務継続計画の作成予定時期（※）業務継続計画の作成状況

7.6 

7.9 

8.0 

6.3 

5.7 

14.0 

18.6 

12.1 

8.8 

7.9 

9.3 

8.2 

10.4 

8.8 

9.3 

10.3 

12.4 

9.7 

5.0 

7.9 

56.7 

50.4 

58.1 

69.2 

67.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=1,824]

施設・居住系事業所[n=709]

通所系事業所[n=804]

訪問系事業所[n=159]

相談支援のみ事業所[n=140]

感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画を一体的に作成している

感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画をそれぞれ別の計画として作成している

感染症に係る業務継続計画を作成している（災害に係る計画は作成していない）

災害に係る業務継続計画を作成している（感染症に係る計画は作成していない）

いずれの計画も作成していない

無回答

9.4 

9.5 

10.2 

5.3 

7.6 

42.0 

41.7 

43.6 

41.7 

38.7 

9.8 

11.3 

8.3 

10.6 

9.2 

3.8 

28.4 

28.2 

28.3 

28.0 

30.3 

6.5 

4.8 

6.2 

8.3 

13.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=1,392]

施設・居住系事業所[n=503]

通所系事業所[n=629]

訪問系事業所[n=132]

相談支援のみ事業所[n=119]

令和３年度中 令和4年度中 令和５年度中

令和6年度中 令和7年度以降 作成時期を見通せない

作成しない 無回答

※感染症と災害の業務継続計画を２つとも作成している状態の実現予定時期

資料提供：厚生労働省

〇令和３年度に全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運営基準において、業務継続に向けた計画等の策定や研修の実施、
訓練の実施等を義務付けることとされた。なお、３年間の経過措置（準備期間）を設けており、令和６年度から義務化。
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広域災害・救急医療情報システム(EMIS)を活用した情報収集体制の強化について

47厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000732295.pdf

○広域災害・救急医療情報システム（EMIS）とは、災害時に国、都道府県、災害派遣医療チーム（DMAT）等保健医療活動チームが医療機関の被
災情報等を共有するシステムであり、平成８年より運用を行っている。
○災害拠点病院をはじめとした医療機関、医療関係団体、消防機関、保健所、市町村等の間の情報ネットワーク化及び国、都道府県間との広域情報
ネットワーク化を図り、災害時における被災地内、被災地外における医療機関の活動状況など、災害医療に関わる情報を収集・提供し被災地域での迅速
かつ適切な医療・救護活動を支援することを目的としている。



2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）

2026年度～
（令和8年度～）

マイナンバーカードと健康保険
証の一体化の加速等

電子カルテ情報の標準化等

自治体・医療機関/介護事業所
間の連携 等
・自治体が実施する介護、予防
接種、母子保健等の事業の手
続に必要な情報の連携

診療報酬改定DX
〔医療機関等システムのモダンシ
ステム化〕

共通算定モジュールの設計・開発

マスタの開発・改善
電子点数表の改善

○令和6年秋
・保険証廃止

訪問診療等、柔道整復師・あん摩マッサー
ジ指圧師・はり師・きゅう師の施術所等での

オンライン資格確認の構築

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の加速等

マスタ・コードの標準化の促進
提供拡大

スマホからの資格確認の構築

医療機関・薬局間だけでなく、自治体、介護事業所と情報を共有、マイナポで閲覧に加え、申請情報の入力

電子処方箋を実施する医療機関・薬局を拡大

診療情報提供書・退院時サマリーの交換
検査値〔生活習慣病、救急〕、アレルギー、薬剤禁忌、傷病名等を共有

順次、医療機関、共有する医療情報を拡大

概ね全ての
医療機関・薬局で導入

医療機関・薬局間での共有・マイナポでの閲覧が可能な医療情報を拡大

業務運用の見直し
医療機関・自治体との

情報連携基盤の整備
実証事業

マイナポの申請サイトの改修

マスタ及び電子点数表
改善版の提供開始

機能を更に追加しながら、
医療機関数を拡大

医療機関等のシステムについて、診療報酬の共通算定モジュールを通し、抜本的にモダンシステム化

共通算定モジュールのα版提供開始
先行医療機関で実施、改善

順次、機能を追加

診断書等の自治体への電子提出の実現
順次、対象文書を拡大

運用開始

運用開始

生活保護（医療扶助）のオンライン資格確認対応 運用開始

保険医療機関等のオンライン資格確認の原則義務化

➡ 医療機関・ベンダの負担軽減

➡ 医療機関・ベンダの更なる負担軽減

全
国
医
療
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

救急時に医療機関等で患者の医療情報を閲覧できる
仕組みの整備

運用開始

運用開始し、普及

国民に直接メリットがある機能を開始 ⇒ ⇒ ⇒ 機能・実施自治体を拡大

下記について全国的に運用
・公費負担医療、地方単独医療費助成
・予防接種
・母子保健情報
・介護
・自治体検診
・感染症届出

自治体システムの標準化、共有すべき文書の標準化・クラウド化

先行実施

全国医療情報プラットフォームの基盤構築
（電子カルテ情報共有サービス（仮称）の整備）

本格実施

レセプト情報

電子処方箋

電子カルテ情報

医療情報化支援基金の活用による電子カルテ情報の標準化を普及

情報共有基盤の整備
共有等が可能な医療情報
の範囲の拡大

標準型電子カルテα版提供開始 本格実施

民間PHR事業者団体等と連携したライフログデータ標準化、 医療機関実証、2025年大阪・関西万博も見据えたユースケース創出支援 順次、ユースケースを拡大

第２回医療DX推進本部
（令和５年６月２日）資料３医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕（再掲）

48資料提供：厚生労働省



電子カルテシステムの普及状況について

一般病院
（※１）

病床規模別
一般診療所
（※２）

400床以上 200～399
床 200床未満

平成20年
14.2 ％

（1,092／
7,714）

38.8 ％
（279／
720）

22.7 ％
（313／
1,380）

8.9 ％
（500／
5,614）

14.7 ％
（14,602／
99,083）

平成23年
（※３）

21.9 ％
（1,620／
7,410）

57.3 ％
（401／
700）

33.4 ％
（440／
1,317）

14.4 ％
（779／
5,393）

21.2 ％
（20,797／
98,004）

平成26年
34.2 ％

（2,542／
7,426）

77.5 ％
（550／
710）

50.9 ％
（682／
1,340）

24.4 ％
（1,310／
5,376）

35.0 ％
（35,178／
100,461）

平成29年
46.7 ％

（3,432／
7,353）

85.4 ％
（603／
706）

64.9 ％
（864／
1,332）

37.0 ％
（1,965／
5,315）

41.6 ％
（42,167／
101,471）

令和2年
57.2 ％

（4,109／
7,179）

91.2 ％
（609／
668）

74.8 ％
（928／
1,241）

48.8 ％
（2,572／
5,270）

49.9 ％
（51,199／
102,612）

出典：医療施設調査（厚生労働省）

【注 釈】
（※１） 一般病院とは、病院のうち、精神科病床のみを有する病院及び結核病床のみを有する

病院を除いたものをいう。
（※２） 一般診療所とは、診療所のうち歯科医業のみを行う診療所を除いたものをいう。
（※３） 平成23年は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県の全域を除いた数値である。
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病院（20床以上） 一般診療所（19床以下）

施設
総数

全体
電子化

済

一部
電子化

済
普及率 施設

総数
全体

電子化
済

一部
電子化

済
普及率

茨城県 173 77 9 49.7% 1,743 614 208 47.2%
千葉県 289 153 11 56.7% 3,780 1,446 484 51.1%
東京都 638 311 34 54.1% 13,889 6,141 1,533 55.3%
神奈川県 336 188 16 60.7% 6,907 2,779 884 53.0%
山梨県 60 27 3 50.0% 697 254 68 46.2%
長野県 126 69 14 65.9% 1,564 682 219 57.6%
岐阜県 97 49 3 53.6% 1,610 582 172 46.8%
静岡県 171 100 5 61.4% 2,715 1,074 384 53.7%
愛知県 321 180 13 60.1% 5,463 2,208 798 55.0%
三重県 93 59 4 67.7% 1,504 532 182 47.5%
滋賀県 57 41 1 73.7% 1,100 461 145 55.1%
京都府 163 95 8 63.2% 2,449 868 365 50.3%
大阪府 512 268 30 58.2% 8,534 3,226 1,360 53.7%
兵庫県 347 196 11 59.7% 5,149 1,923 733 51.6%
奈良県 75 40 7 62.7% 1,214 346 129 39.1%
和歌山県 83 43 2 54.2% 1,022 288 145 42.4%
岡山県 161 92 8 62.1% 1,637 538 202 45.2%
広島県 237 110 21 55.3% 2,533 775 315 43.0%
山口県 142 49 7 39.4% 1,240 375 147 42.1%
徳島県 107 49 2 47.7% 708 186 82 37.9%
香川県 88 42 5 53.4% 828 270 97 44.3%
愛媛県 134 63 2 48.5% 1,213 364 134 41.1%
高知県 122 47 2 40.2% 533 162 52 40.2%
福岡県 456 187 19 45.2% 4,711 1,553 584 45.4%
熊本県 208 95 9 50.0% 1,473 503 161 45.1%
大分県 153 71 2 47.7% 939 262 141 42.9%
宮崎県 137 71 1 52.6% 894 269 102 41.5%
鹿児島県 234 117 7 53.0% 1,368 506 178 50.0%
沖縄県 90 59 3 68.9% 890 429 112 60.8%

南海トラフ地震防災対策推進地域を含む都道府県の
電子カルテシステムの普及状況

南海トラフ地震防災対策推進地域における普及率
• 病院：55.9%、一般診療所：49.8%

※厚生労働省「令和２年医療施設（静態・動態）調査」より内閣府作成。
普及率は「（全体電子化済＋一部電子化済）／施設総数」で算出。
推進地域内の普及率は、市町村別の施設数も用いて推計。

電子カルテシステムの普及状況の推移

資料提供：厚生労働省



災害時における薬剤情報・特定健診等情報の閲覧

特別措置として、マイナンバーカードに
よる本人確認を不要とする

災
害
時

災害時、厚生労働省保険局に
て、災害の規模等に応じて薬局

の範囲及び期間を定める

資格確認端末で照会 通常時と同様の画面が
閲覧可能

通常時は、薬剤情報・特定健診等情報を閲覧するには、本人がマイナンバーカードによる本
人確認をした上で同意した場合に限られる。
災害時は、特別措置として、マイナンバーカードによる本人確認ができなくても、薬剤情報・
特定健診等情報の閲覧ができる。
（災害時）
・薬を家に置いて避難してきた・・・
・避難所で持ってきた薬を飲みきってしまった・・・
・かかりつけ医以外のところで受診することに・・・

薬剤情報等の閲覧により、
よりよい医療を提供できる

資料提供：厚生労働省 50



医療関係の広域救援体制
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具体計画のポイント
①人命救助に重要な７２時間を意識しつつ、緊急輸送ルート、救助、医療、物資、燃料の各分野での

タイムラインと目標行動を設定（例：24hで広域移動ルートを確保、広域応援部隊が順次到着、等）
②広域応援部隊、全国の応援ＤＭＡＴの派遣は、被害が甚大な地域（重点受援県10県）に重点化

国は、緊急災害対策本部の調整により、被害の全容把握、被災地からの要請を待たず直ちに行動（プッシュ型での支援）

４
割２

割

１
割

【被害規模の目安】

近畿地方

四国地方

九州地方

３
割

中部地方

応援

静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、
香川県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県

◎人員・物資の
「緊急輸送ルート」
を設定、発災時に
早期通行確保

◎各活動のための
「防災拠点」を
分野毎に設定、
発災時に早期に確保

緊急輸送ルート、
防災拠点

後
方
支
援

巨大地震でも被害が
想定されない地域

巨大地震では被害が
想定されている地域

重点受援県

◎ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の
発表対象となる先発地震が発生した場合

→ 地震発生直後の被害推計を踏まえて応援部隊
派遣や物資支援の地方別割合を修正し、先発
地震重点受援県を特定

（平成27年３月30日中央防災会議幹事会決定、令和５年５月23日最終改定）

救助・救急、消火等 物資医療

◎DMAT(登録数1,754チーム)に
対する派遣要請、陸路・空路参
集、ロジ支援、任務付与

◎被災医療機関の継続・回復
支援（人材、物資・燃料供給等）

◎広域医療搬送、地域医療
搬送による重症患者の搬送

◎発災後4～7日に必要な救
援物資を調達し、被災府県の
拠点へ輸送
・飲料水：46万m3（1～7日）
・食料：1億800万食
・毛布：570万枚
・乳児用粉（液体）ミルク：42t
・大人/乳幼児おむつ：870万枚
・簡易ﾄｲﾚ等：9,700万回分
・ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ：650万巻
・生理用品：900万枚

◎広域応援部隊の派遣規模(最大値)
○重点受援県以外の37県の

警察・消防・自衛隊の派遣
・警察 ：約1.6万人
・消防 ：約2.1万人
・自衛隊 ：約11万人(※) 等

※重点受援県に所在する部隊を含む。

○応援地方整備局等管内の国交
省TEC-FORCEの派遣：約1,360人

◎航空機約490機、船舶約530隻

燃料、電力・ガス、通信

【燃料】
◎石油業界の系列を超えた供給体制の

確保。また、緊急輸送ルート上の中核
SS等へ重点継続供給・重要施設へ要請
に基づく優先供給

【電力・ガス】
◎重要施設へ電源車、移動式ガス発生

設備等による臨時供給

【通信】

◎重要施設への通信端末の貸与、移動
基地局車又は可搬型の通信機器等の
展開等による通信の臨時確保
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南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要



広域支援
スキーム
の発動・

要請

電力等供給停止・
被害状況収集

臨時供給による
供給対応を継続

導管供給へ順次
切替・停電等
解消

電力・ガス

緊急輸送ルートの
通行可否状況の集
約、迂回路設定

情報共有

災害緊急事態の布告、緊急災害対策本部の設置、対処基本方針の作成、国民への呼びかけ、政府調査団の派遣

緊急点検の実施
被災地内部隊の最大
動員、広域応援部隊

の先遣隊派遣

広域応援部隊の
編成・出動

ＤＭＡＴ出動

航空機に
よる救助
等活動

（津波漂流者、
孤立者等）

１２ｈ

ＤＭＡＴの被災地参集、
派遣先府県指示

遠方ＤＭＡＴの
空路参集拠点

への参集

広域応援部隊
の順次到着、
活動本格化

広域移動ルート
の概ねの啓開

進
出
・順
次
到
着

情報共有

順
次
啓
開

順
次
点
検

ＳＣＵ設置

災害拠点病院、ＳＣＵ
等での活動開始

２４ｈ

４８ｈ

７２ｈ

必要に応じて
継続

プッシュ型支援の
実施決定

物資関係省庁に
よる調達の開始

道路管理
者による
通行禁止

等

広域物資拠点ま
で物資を輸送

調達物資の
輸送開始

病院支援
現場活動
地域医療搬送

被災地内の医療
機能の確保・回復

市町村、避難所
まで物資を輸送

【防災関係機関】ヘリ、カメラ等を活用した被害状況の概括把握

陸
路

空
路 数量調整

広域物資拠点の
受入体制確認

被災が軽微な地域
からの追加的な派
遣含め、最大勢力
の派遣・活動

被害が甚大な被
災地内ルートの
概ねの啓開

情報共有

緊急輸送ルート
救助・救急、

消火等
医療 物資

以降、被災地域全
域へのルートを早
期に啓開

業界との調整
必要数量の確保

輸送調整

情報共有

情報共有

１日目

２日目

３日目

船による
救助等活動
（津波警報解除

後）

ＪＭＡＴ、日本
赤十字社等
の医療活動

広域進出拠点

進出拠点

４日目
以降

ＳＣＵ活動
機内活動

想定時間
（※発災時間
により変化す
ることに留意） 政

府

広域物資輸送
拠点開設

救助活動拠点
設定

広域医療搬
送開始

道
管

警

府
県

府
県

厚

厚

厚

厚

府
県

緊
対

府
県

農 経

厚消

県

民
間
国
交

国
交

府
県

防

消

防

警

消

防

海
保

消

防

海
保

府
県

警

消
道
管

道
管

国
交
緊
対

道
管

緊
対
府
県

緊急交通
路指定

警

災害時石
油供給連
携計画の

発動

経

系列ＢＣ
Ｐ・連携
計画によ
る安定供
給体制
構築

経

重点継続
供給の施
設指定、
供給体制
の確保

緊
対

経

重点継続供給と
優先供給を含む
供給対応を継続

製油所・油槽所、
中核給油所の
稼働状況確認

通
行
可
路
線
を
必
要
に
応
じ
て
指
定

消

上記タイムラインは、防災関係機関による活動の事例として作成したものであり、実際の被災状況により相違があることに留意が必要。

主な被災地へのアク
セスルートの概ねの
啓開

優先供給
施設の特
定、要請

把握

優先供給
施設への
供給開始

燃料輸送・供給
体制の確保

燃料

法76条
の6の区
間指定

道
管

海
保

防

国
交

海
保
国
交

国
交

国
交

海
保

防消警

発電機
車・移動
式ガス発
生設備で
の臨時供
給の順次

開始

民
間

経

緊
対

発電機車
等への燃
料供給体
制構築の

要請

民
間

経

輸送手段の確保

電力･
ガス

通信

重要通信
の確保
要請

総

通信確保
調整チー
ム編成

臨時確保継続
施設復旧等に
よる被災地内
の通信の確保

総
民
間

民
間

通信に
支障があ
る重要施
設等の

特定開始

民
間

重要施設
の通信の
臨時確保

開始

民
間

通信の
空白地域
への臨時
確保開始

民
間

府
県
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南海トラフ地震における医療活動に係る計画の概要

○南海トラフ地震では、建物倒壊等による多数の負傷者と医療機関の被災に伴う多数の要転院患
者の発生により、医療ニーズが急激に増大し、被災地内の医療資源のみでは対応できない状況

○このため、ＤＭＡＴ等を全国から迅速に参集させ、被災地内において安定化処置などの最低限
な対応が可能な体制の確保を図るとともに、被災地内で対応が困難な重症患者を域外へ搬送し、
治療する体制を早期に構築

全国のDMAT

陸路参集
拠点

高速SA/PA

空路参集拠点（空港）
静岡空港、名古屋飛行場、南紀白浜空港、高松空
港、松山空港、福岡空港、熊本空港、鹿児島空港

被災地内の災害拠点病院等

任務伝達

原則
陸路
参集

全国のドクターヘリ
第１陣：300km圏内
が参集

病院支援、現場活動、地域搬送支援
等の活動に従事

ＳＣＵ・機内活動に従事

任務伝達

空路
参集

航空搬送拠点・ＳＣＵ

【DMATの参集に関する手順】

被災都府県内

遠方DMAT
新千歳空港、花巻空港、
仙台空港、羽田空港等

都道府県DMAT活動調整本部の指揮下で活動

被災都府県外

ロ
ジ
支
援

ロ
ジ
支
援

趣旨・概要

北海道、東北、関東

被災地外の広域後方医療活動

被災地外の広域後方医
療活動（近隣地域）

甚大な被害の地域

航空搬送拠点・ＳＣＵ

広域後方医療施設

近隣の病院

比較的軽微な被害の地域

災
害
現
場
か
ら
直
接
搬
送

航空搬送拠点・ＳＣＵ

広域後方医療施設

搬入

搬出

搬出

医療機関の被災による
要転院患者

病院等

地震による重症者

緊急度判定、安定化処置

被災地内

被災地外

搬送

・地域医療搬送
凡
例

・広域医療搬送

災害拠点病院

緊急度判定の機能を確保し、
広域/地域医療搬送を選択

「花巻型ＳＣＵ」として運用する
航空搬送拠点・ＳＣＵ

航空搬送拠点・ＳＣＵ

ヘリによる地域搬送

【重症患者の医療搬送等の流れ】

南海トラフ地震における医療活動に係る計画の概要
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（参考）ドクターヘリについて

○ドクターヘリとは、救急医療に必要な機器及び医薬品を装備したヘリコプターであって、救急医療の専門医及び看護師等が同乗して
救急現場等に向かい、現場等から医療機関に搬送するまでの間、患者に救急医療を行うことができる専用のヘリコプターのこと。
〇令和４年４月18日時点で、４６都道府県において５６機が導入されている。

出典：厚生労働省「第５回救急・災害医療提供体制等に関するワーキンググループ」
https://www.mhlw.go.jp/content/10802000/000951125.pdf

ドクターヘリの導入状況
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広域医療搬送の概要

▼広域医療搬送活動イメージ図

内閣府防災 https://www.bousai.go.jp/oukyu/pdf/kouiki_gaiyou.pdf 56

(4) 搬送順位にしたがって、広域搬送用自衛隊機で被災地外の広
域搬送拠点へ搬送し、広域搬送拠点から救急車等により被災地
外の医療施設へ搬送して治療

(3) 搬送した患者をＳＣＵへ収容し、広域搬送の順位を決定する
ための再トリアージ及び必要な追加医療処置を実施

(2) 被災地内の広域搬送拠点へ派遣されたＤＭＡＴ等は、拠点
内に患者を一時収容する広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣ
Ｕ）の設置を補助するとともに、一部は被災地の都道府県が調整
したヘリコプター等で被災地内の災害拠点病院等へ移動し、広域
医療搬送対象患者を選出し、被災地内の災害拠点病院等から被
災地内広域搬送拠点まで搬送

(1)地震発生後速やかに広域医療搬送活動に従事する災害派遣
医療チーム（ＤＭＡＴ）等が被災地外の拠点に参集し、航空機
等により被災地内の広域搬送拠点へ移動

▼広域医療搬送の流れ

○大規模震災時被災地では、重傷を含む多数の負傷者が発生する他、医療施設の被災による機能低下や医療従事者の負傷などにより、十分な医療を
確保できないことが予想される。
○重傷者の救命と被災地内医療の負担軽減を図るために、重傷患者搬送に従事する災害派遣医療チーム（DMAT）・救護班を被災地外から派遣し、
重傷患者を被災地外の災害拠点病院等へ搬送し救命することが必要であり、これら一連の活動が広域医療搬送のことである。



（参考）東日本大震災における自衛隊の医療活動について

57資料提供：防衛省



災害医療コーディネーター活動要領の概要

58厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000478174.pdf

○東日本大震災の課題を踏まえ（※）、平成26年度より、「災害医療コーディネーター研修」実施し、全国の都道府県で災害医療
コーディネーターが整備されてきている。
※ 災害時における医療体制の充実強化について（平成24年３月21日、医政局長通知）より「各都道府県に対して、救護班（医療チーム）の派遣調整等を行うために、派遣調整
本部においてコーディネート機能を十分に発揮できる体制整備が求められる。」



主な広域医療体制の現状①
チーム名 代表的な支援内容 構成員 人数

（公表しているもののみ記載）

DMAT 災害派遣医療チーム ・災害発生直後の急性期（概ね４８時間以
内）に活動が開始できる機動性を持った、専門
的な研修・訓練を受けた医療チーム。

医師、看護師、業務調整員
（医師・看護師以外の医療職
及び事務職員）

令和５年4月時点：
16,570名が研修修了済

DPAT 災害派遣精神医療チーム ・大地震等の災害時に、地域において必要な精
神保健医療ニーズに対応することを目的とした、
厚生労働省が認めた専門的な研修・訓練を受け
た精神医療チーム。DPATのうち、特に、発災から
概ね48時間以内に、被災した都道府県において、
本部機能の立ち上げや急性期の精神科医療ニー
ズへの対応等を行う隊を「DPAT先遣隊」として位
置付けている。

精神科医師、看護師、業務調
整員を含めた数名で構成。

令和５年４月１日時点：
DPAT先遣隊は、933名が研
修修了

DHEAT 災害時健康危機管理支援チーム ・被災都道府県以外の都道府県等の職員を被
災都道府県に派遣し、保健医療福祉調整本部
及び保健所の指揮調整機能等を支援する。

専門的な研修・訓練を受けた都
道府県等の職員（医師、歯科
医師、薬剤師、獣医師、保健師、
管理栄養士等の専門職及び業
務調整員）

59



主な広域医療体制の現状②

60

チーム名 代表的な支援内容 備考
JMAT 日本医師会災害医療チーム • 避難所、救護所における医療

• 被災地病院、診療所の日常診療への支援
https://jmat-hq.jp/

JDA-DAT 日本栄養士会災害支援チーム ・国内外で大規模な自然災害（地震、台風など）が発生した場
合、迅速に被災地内の医療・福祉・行政栄養部門と協力して、緊
急栄養補給物資の支援など、状況に応じた栄養・食生活支援活
動を通じ、被災地支援を行う

https://www.dietitian.or.jp/abo
ut/organization/

災害支援ナース ・看護職能団体の一員として、被災した看護職の心身の負担を軽
減し支えるよう努めるとともに、被災者が健康レベルを維持できるよう
に、被災地で適切な医療・看護を提供する

https://www.nurse.or.jp/nursin
g/kikikanri/saigai/index.html

DWAT・
DCAT

災害派遣福祉チーム ・被災施設、福祉避難所等に介護支援
・避難所等を巡回し保険相談支援、環境改善の提言等
・福祉避難所への移送、入浴介助、福祉用具の選定、心のケア、
高齢者の運動支援

https://www.roushikyo.or.jp/?p
=we-page-single-
entry&type=contents&spot=319
371

DMORT 災害死亡者家族支援チーム ・災害による死亡者の家族および関係者への精神的支援 http://dmort.jp/index.html



災害派遣医療チーム（DMAT）

被災地外からの
DMAT派遣

DMATの流れ

患者の流れ

災害拠点病院

救護所・避難所

被災地外
災害拠点病院等

被災地域外航空搬送
拠点臨時医療施設

(SCU)

国、都道府県等で構成
医療チームの確保、被災患者
等への医療提供（超急性期
～慢性期）、中長期における
医療提供体制を維持

災害対策本部

被災地外

被災病院

重篤患者の被災
地外への搬送

被災病院の患者を
災害拠点病院へ搬送災 害 発 生

被災地内

61

○DMATとは、大地震等の災害時や新興感染症等のまん延時に、地域において必要な医療提供体制を支援し、傷病者の生命を
守ることを目的とした厚生労働省が認めた専門的な研修・訓練を受けた医療チーム。
○災害時の対応を想定し、平成17年3月から養成を開始（国立病院機構に委託）。新型コロナ対応を踏まえ、令和４年２月に
日本DMAT活動要領を改正し、新興感染症等のまん延時における対応も活動内容に追加。
○DMAT1隊は医師１名、看護師２名、業務調整員１名の４名を基本として構成。
○DMATは、都道府県の派遣要請に基づき活動。
○15,862名が研修修了済（令和４年４月時点）。約2,000チームがDMAT指定医療機関に登録済（令和４年４月時点）。

資料提供：厚生労働省
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資料提供：厚生労働省



災害派遣精神医療チーム（DPAT）（再掲）

隊 隊 隊

保健所
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○DPATとは、大地震等の災害時に、地域において必要な精神保健医療ニーズに対応することを目的とした厚生労働省が認めた専
門的な研修・訓練を受けた精神医療チーム。
○災害時の対応を想定し、平成25年４月から養成を開始。
○DPAT１隊は、精神科医師、看護師、業務調整員を含めた数名で構成。
○DPATは、都道府県の派遣要請に基づき活動。
○DPATのうち、特に、発災から概ね48時間以内に、被災した都道府県において、本部機能の立ち上げや急性期の精神科医療ニー
ズへの対応等を行う隊を「DPAT先遣隊」として位置付けている。
○DPAT先遣隊は、933名が研修修了、約230隊が指定機関に登録済（令和５年４月１日時点）。



64出典：厚生労働省

災害時における被災地外からの保健医療福祉に関わるチームの一例

ＤPＡＴ 被災した精神科病院の復旧支援

ＤPＡＴ先遣隊 当該医療機関で対応しきれない
精神疾患患者に対する医療支援等

・災害により地域で対応しきれない
軽症患者の医療

・避難所内の巡回診療

ＪＲＡＴ 被災者に対するリハビリテーション

ＤＭＡＴ 当該医療機関で対応しきれない
重症の救急患者に対する医療支援

ＤＭＡＴ 被災者に対する予防等の公
衆衛生活動

：医療 ：医療行為

：精神 ：健康管理

：保健 ：患者搬送

：福祉 ：福祉支援

DMAT

医

医

災害拠点病院

災害拠点精神科病院等

一般病院
有床診療所

無床診療所

救護所

避難所

介護施設
社会福祉施設

自宅
仮設住宅

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

日赤こころのケアチーム 被災者に対する心理社会的支援

日赤
救護班

NHO
救護班

全国知事会
救護班

医

健

在宅医療を必要とする者への医療

DPAT

入院

医療機能の復帰支援

発災前からの医療の継続

転院搬送支援

健

JCHO
救護班

AMAT

DPAT

転院搬送
依頼

※ 日赤、NHO、JCHO、AMAT等は、
関連病院の診療支援も行う。

医

※ 指定公共機関、公益社団法人など全国規模で救護班の編成を行っている団体の一例

・医療機関の被害状況確認
・転院搬送支援

ＪＭＡＴ

都道府県保健医療福祉調整本部

保健所等

AMAT

地域災害医療コーディネーター

連携

DMAT

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

被災者に対する健康管理保健師等（自治体職員）

保健師等（自治体職員） 被災者に対する健康管理

医

（自宅・仮設住宅）

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

国立大学附属
病院救護班

済生会
救護班

災害歯科保
健医療チーム

薬剤師のチーム 被災者に対する薬務管理

JDA-DAT（日本栄養士会災害支援チーム） 被災者に対する栄養・食生活支援

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム） 保健医療行政の指揮調整機能等の応援

保健医療行政の指揮調整機能等の応援

都道府県災害医療コーディネーター・災害時小児周産期リエゾン

医

医

医

健

健

医

健

健

健

健

健

健

健

健

その他の
救護班

災害歯科保健医療チーム 被災者に対する口腔ケア・管理 健

DWAT 災害要配慮者に対する福祉支援

福

被
災
地
の
既
存
の
医
療
・保
健
資
源
へ
順
次
移
行

福

急性期 （～48時間） 亜急性期 （48時間～1週間） 慢性期 （1週間以降）発
災



災害時における船舶を活用した医療提供の検討状況（案）

65

＜想定される役割②＞
被災地付近の港に接岸し、一定期間、現地で救護活動する
【救護船】

＜想定される役割①＞
被災地の中等症や軽症患者に医療行為を実施しながら、被災
地から離れた場所にある病院等に患者を移送する【脱出船】

補給艦「おうみ」ナッチャンWorldはくおうさんふらわあ ふらの／さっぽろフェリーたかちほ／ろっこう

H25～ 政府艦船、民間船舶を活用した訓練の実施
R３．３ 「病院船の活用に関する検討会」報告書とりまとめ・「政府の考え方」を整理

⇒ 当面、新たに病院船の建造に着手するのではなく、既存船舶を活用した災害医療活動の具体化に取り組む
R３．６ 議員立法「災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する法律」公布

⇒３年以内（R6.6.18まで）に施行
R４．７ 内閣官房に船舶活用医療推進本部設立準備室を新設し、法施行に向け、検討を加速

⇒ これまでの訓練や検討等を踏まえ、病院船は、陸上の医療機関・医療機能を補完し、以下の役割を果たすことを想定

背景・経緯等

令和５年度、民間船舶（カーフェリー）及び自衛隊艦艇を活用した調査検証（図上訓練・実動訓練）を実施

メリット例 受け入れ地域との往復により、より多くの患者を移送し、被災地
の医療機関の負担を軽減することができる

自ら宿泊設備、食料等保管設備及び発電等のライフライン供給設備を持ち、自己
完結性を有している

デメリット例 被災地から離れた場所に移送することについての患者・家族の同
意取得が困難なことが予想される

当該救護船までの患者アクセス確保が困難なことが予想される

資料提供：内閣官房船舶活用医療推進本部設立準備室 65



医療コンテナによる災害支援への検討について

内閣官房国土強靱化推進室
医療コンテナの活用に関する手引きより
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_
kyoujinka/pdf/katuyou_tebiki.pdf

▲内閣官房国土強靱化推進室
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/choseikaigi/dai2/siryou1.pdf

次ページで事例の
詳細を紹介 66

○医療コンテナは、コンテナ等の中に医療資機材を搭載することで、医療機能を運搬可能にする「医療モジュール」の一種として位置付けられ、現場において組
立・設置を行う「設置型」と、車輪と一体のトレーラーシャーシ型である「移動型」に大別される。
○医療資機材をコンテナにあらかじめ搭載し、モジュール化している医療コンテナは、現場での建設や機器の設置、接続等の工程を省略することができることから、
医療機能を素早く立ち上げ、展開することが可能であり、コンテナ内で対応できる診療機能として、診察や検査、創処置、小外科手術等が考えられる。
○給水・電源装置等の他、医療機器や検査機器を搭載することにより、平時はもとより、災害時においては、ダメージを受けた医療機関におけるさまざまな医療
機能の補完や避難所の巡回診療の支援等に活用することが可能。

「内閣官房 医療コンテナの活用に関する手引き（令和5年3月）」より

医療コンテナの概要



災害時における医療コンテナの活用事例（平成28年熊本地震）

被
災
地

被
災
地
外

医療者

熊本市民
病院

行政

熊本県庁

内閣府
（防災）

コンテナ
保有者

民間事業者
（横浜）

4/16
発災

4/18
支援
申出

5/12
横浜
出発

7/28
現地
撤収

7/30
横浜
帰還

5/14
現地
到着

5/18～7/27
稼働（70日）

支援ニーズの把握
派遣病院の調整・検討

5/15～17
据付調整
技師習熟

5/5
依頼
受領

5/6～11
輸送準備

5/5
派遣先を

熊本市民病院
に、決定・要請

被災
情報
報告

※民間事業者が保有している
医療コンテナの貸し出しを申出。

※民間事業者（横浜）から東京港へ陸送。
コンテナのみフェリーに乗せ北九州市
（新門司港）へ輸送。
九州内で手配したトレーラーヘッドで
熊本へ陸送。

※熊本市民病院で稼働中のMC-Cube(写真)

【民間事業者から聴取した情報を基に作成】

仲介

67資料提供：国土強靭化推進室

○平成28年熊本地震では、本震により熊本市民病院のCT設置病棟が被災し、検査や診察に支障。
○民間事業者（横浜）から、CTを装備した医療コンテナ（MC-Cube：Medical Container-Cube）をレンタルし、地震の約１月後
から70日間稼働。被災地における災害医療に貢献。
○熊本市民病院院長のコメント「 MC-Cube によるCTの利用再開により、中核病院としての質が確保できた」



大規模地震時医療活動訓練について
〇平成２７年度から、首都直下地震、南海トラフ地震又は日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震を想定して、関係地方公共団体等
と連携し、災害派遣医療チーム（DMAT）の参集、活動、広域医療搬送等の訓練を実施。

主な訓練項目 ①地域医療活動訓練の実施 （本部運営、域内搬送、参集拠点設置、ＳＣＵ運営 等）
② ＤＭＡＴの参集、活動訓練の実施 （各被災県への配分、災害拠点病院等での医療活動 等）
③ 広域医療搬送訓練の実施

参加機関等 内閣官房、内閣府、警察庁、消防庁、厚生労働省（ＤＭＡＴ 事務局含む）、国土交通省、海上保安庁、防衛省、国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構、日本赤十字社、高速道路会社、関係都道府県 等

最近の訓練想定
（被災地）
※R6、R7は予定

R1 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県（首都直下地震）
R2 北海道（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震）
R3 岩手県、宮城県、福島県（東日本大震災と同規模の地震）
R4 静岡県、愛知県、三重県、和歌山県（南海トラフ地震）
R5 徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県（南海トラフ地震）
R6 関東ブロック（首都直下地震）
R7 北海道及び東北ブロック（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震）

68

訓練風景（R3、R4）

※ 平成２６年度以前は、「広域医療搬送訓練」を実施。
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